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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、メンタルヘルスプロモーション行動（身体活動、文化的活動、コ
ミュニケーション、リラクセーション、援助・支援活動、新規活動への興味・参加、集団への所属）の影響要因
の特定、社会的な要因の影響によりメンタルヘルスプロモーション行動を実施できていないリスク層の特定、お
よびリスク層を対象とした行動変容プログラムの開発と評価、であった。一連の7つの研究によって、メンタル
ヘルスプロモーション行動実施に影響を与える個人・環境要因、および非実施層の特徴が明らかになった。ま
た、ワークブックおよびeラーニングによる介入の有用性と限界点が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to identify the determinants of mental health promotion 
behaviors (e.g., physical activity, cultural activity, relaxation, volunteer activity, activity 
challenge, and group affiliation) in consideration of the characteristics of individuals who did not
 practice mental health promotion behaviors. It also aimed to develop an intervention program 
focusing on mental health promotion behaviors. The seven series of related studies highlight the 
individual and environmental determinants and sociodemographic characteristics of non-practitioners 
of mental health promotion behaviors. In addition, intervention studies demonstrated the efficacy 
and limitations of workbooks and e-learning programs.

研究分野：健康心理学

キーワード： メンタルヘルス　プロモーション　行動　ストレス　健康格差　個人　社会　介入

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義としては、メンタルヘルスプロモーションに関する基礎・実践研究をおこなった点にある。
これまで、メンタルヘルスの不調に対しては、ストレスチェック制度をはじめ早期発見・早期治療を意図した二
次予防的な取り組みに力が注がれてきた。一方、本研究では、心の健康に対する健康増進・発症予防、すなわち
一次予防的に着目した点が意義深いと考えられる。
社会的意義としては、個人が毎日の生活の中で「自助努力」として積極的に心の健康増進をおこない、将来的に
心の健康格差を是正するための支援ツールを開発し効果検証をおこなった点にある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 

 

１．研究開始当初の背景 

 劣悪な労働条件、低賃金による生活苦、教育歴の低さ、育児や介護をはじめとする家庭

役割による多忙さ、といった個人の努力でコントロールが困難な社会階層や生活環境に起

因する心と身体の健康格差は、我が国のみならず世界的な課題となっている。特に我が国

は、ストレスや気分・感情障害をはじめとする精神疾患罹患者の増加、若年層を中心とし

た自殺、労働者のストレスをはじめ、心の健康に関して深刻な課題が山積している。メン

タルヘルスの不調を未然に予防し心の健康格差が生じている現状を是正・打開することは、

我が国の取り組むべき最優先課題の一つである。 

 これまで、メンタルヘルス不調に対するアプローチは、精神疾患の治療、ストレスへの

対処・管理（ストレスコーピング・ストレスマネジメント）の枠組みの中で対策がなされ

てきた。一方、ポジティブ感情の増大やウェルビーイングの向上といった、良好なメンタ

ルヘルスの状況を積極的に作り出すような心の健康増進・予防については、学術研究およ

び実践ともに重視されてこなかった。このような心の健康の保持・増進・予防に着目した

概念は、メンタルヘルスプロモーションと呼ばれている。研究者らは、良好なメンタルヘ

ルスの状態を保持している地域住民を対象とした要因調査から、心の健康増進およびメン

タルヘルス不調の予防に貢献する行動として、メンタルヘルスプロモーション行動（表 1）

を抽出した。さらに中小企業の労働者を対象として、当該行動の実施が短期的なストレス

反応の抑制・改善、およびその持ち越し効果によるメンタルヘルス不調の予防に貢献する

ことを明らかにした（図 1）。 

 

 
 本研究では、我が国の社会状況およびこれまでのメンタルヘルスプロモーションに関す

る研究をもとに、心の健康格差が生じるメカニズムとその是正に関して図 2に示すような

仮説モデルを構築した。この仮説モデルでは、社会経済不利がネガティブな心理・感情状

態を生じさせることに加え、メンタルヘルスプロモーション行動の実施状況に対しても抑

制的にはたらき、メンタルヘルス不調を生じさせる可能性を想定している。さらに、メン

タルヘルスプロモーション行動の実施は、個人・社会的な要因（結果予期・効力予期・促

進要因・バリア要因）による影響を受けており、これらの要因に対してはたらきかけるこ

とによって、行動変容を促すことができると考えた。 



 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は（1）課題 1：メンタルヘルスプロモーション行動の影響要因（促進要因：

どのような条件や支援が整えば実行可能か；バリア要因：日常生活で何が行動実施を妨げ

ているのか）の特定、（2）課題 2：社会的な要因の影響によりメンタルヘルスプロモーシ

ョン行動を実施できていないリスク層の特定、および（3）課題 3：リスク層を対象とした

行動変容プログラムの開発と評価、であった。これらの研究課題への取り組みにより、心

の健康格差の是正に貢献する知見の収集、および介入プログラムの開発をおこなった。 

 

３．研究の方法および研究成果 

1）研究 1：メンタルヘルスプロモーション行動の影響要因：エコロジカルモデルによる検

討（課題 1） 

 メンタルヘルスプロモーション行動の実施に影響する要因について幅広い視点から明ら

かにするために、232 名を対象とした質的調査の結果をテーマ分析によって解析した。そ

の結果、メンタルヘルスプロモーション行動の実施に影響を与える要因として、個人要因

（余暇時間の確保、良好な経済状況など）、対人関係（周囲の理解・支援、一緒におこなう

仲間など）、組織（仕事の負担軽減、就業時間内での実施など）、地域（グループ活動、相

談の場など）、制度（家族ケアに対する支援の充実、褒賞制度など）、社会（良好な社会認

識、感染症の収束など）、および情報（情報との接触頻度増加、インターネットを利用した

情報提供など）といった多次元にわたる水準で 69のカテゴリが抽出された。 

2）研究 2：メンタルヘルスプロモーション行動の実施に対する結果予期・効力予期の影響

に関する検討（課題 1） 

 メンタルヘルスプロモーション行動の実施に影響する個人要因のうち、結果予期（行動

を実施することにより得られる成果の見込み）および効力予期（現在の生活の中で行動を

実施できる見込み）の影響を明らかにするため、2,485 名を対象とした横断調査の結果を

解析した。その結果、結果予期および効力予期ともに影響が確認され、メンタルヘルスプ

ロモーション行動の実施を促すためには、いずれか一方ではなく、両者を高めることが重

要である可能性が示唆された（Adv Ment Health. 2021;20(3):266-280.掲載）。 



3）研究 3：健康無関心層がメンタルヘルスプロモーション行動を生起するまでのメカニズ

ムに関する研究（課題 1） 

 健康無関心層の人々がメンタルヘルスプロモーション行動を獲得するまでの変容過程に

ついて検討するため、健康関連専門職 86 名対象とした質的調査の結果について、テーマ

分析を行った。その結果、まず、自身や近しい友人・家族の健康状態の変化への気づきの

ような自他の健康に関する認識が高まり、その後、心理的なレディネス（実施に対する関

心・意識）が向上し、ゲートウェイ行動（用具や情報を検索するなどの健康行動の実施に

先立つ前駆的な行動）が生起した後に、健康行動を実施するという変容過程の存在が示唆

された（Environ Health Prev Med. 2022;27:32.掲載）。 

4）研究 4：社会的役割によるメンタルヘルスプロモーション行動実施状況の差異の検討（課

題 2） 

 社会的役割（就業・育児・介護）によるメンタルヘルスプロモーション行動の実施状況

の差異について検討するため、3,597 名を対象とした横断研究の結果を解析した。その結

果、若年層、専業主婦・夫、および育児者において、メンタルヘルスプロモーション行動

実施者の割合が低いことが明らかになった。そのため、社会的役割によってメンタルヘル

スプロモーション行動が実施できていない層に対する支援の必要性が示唆された。 

5）研究 5：雇用形態による職業性ストレスおよびメンタルヘルスプロモーション行動実施

状況の差異の検討（課題 2） 

 雇用形態がメンタルヘルスおよびメンタルヘルスプロモーション行動の実施状況に与え

る影響について検討することを目的とし、労働者 1,566 名を対象とした横断研究の結果を

解析した。その結果、不本意非正規雇用労働者は、雇用格差に起因して職業性ストレスの

状況が悪く、メンタルヘルスプロモーション行動についても非実施者の割合が高かった。

そのため、雇用格差の改善は、メンタルヘルス問題に対する大きな課題である可能性が示

唆された（Int J Psychol. 2024;59(1):1-29.掲載）。 

6）研究 6：メンタルヘルスプロモーション eラーニングプログラムの開発と評価（課題 3） 

 労働者のメンタルヘルスプロモーション行動実施を促すために、e ラーニングプログラ

ムを開発した。A 社在勤の 453 名を対象とした介入研究の結果、協力が得られたのが 63

名であり、事前・事後ともに調査に対して回答が得られたのは、わずか 14名であった（有

効回答率 3.1％）。本研究の結果、任意参加型の eラーニングプログラムでは、労働者のメ

ンタルヘルスプロモーション行動の実施を促すことは困難である可能性が示唆された。 

7）研究 7：地域在住・在学・在勤者を対象とした心の健康づくりワークブックの開発と評

価（課題 3） 

 申請研究の期間中に起きた新型コロナウイルス感染症の蔓延は、社会的孤立、就学困難、

就労形態の大きな変化、趣味活動の実施困難など、社会全体に心の健康に関する課題を生

じさせた。本研究課題であるメンタルヘルスプロモーションは、こうした未曾有の公衆衛

生上への課題に対しても貢献すると考えられた。そのため、東京都千代田区と協力して、

地域在住・在学・在勤者を対象とした心の健康づくりに関するワークブック（ほっと一息 

心の健康づくりワークブック）を作成した。作成したワークブックの有用性を評価するた

めに、事後評価のみの介入研究を実施し 381名から評価を得た。その結果、ワークブック

を閲覧したおよそ半数に、行動実施に対する肯定的な意識の変容が確認された。すでにメ

ンタルヘルスプロモーション行動を実施している人々については、行動の強化に貢献する

可能性が示唆された。作成したワークブックは、東京都千代田区保健所、区内大学での配



布に加え、他の自治体等での活用を促すためにウェブサイト上で無償公開をおこなってい

る。 

 

４．本研究により得られた知見と今後の検討課題 

 本研究の目的は、心の健康格差の是正に貢献する基礎的な知見の収集および介入プログ

ラムの開発であった。具体的には（1）メンタルヘルスプロモーション行動実施への影響要

因の特定、（2）個人の努力では変容が困難な社会的な要因の影響によりメンタルヘルスプ

ロモーション行動を実施できていないリスク層の特定、および（3）リスク層を対象とした

行動変容プログラムの開発と評価、であった。 

 その結果、メンタルヘルスプロモーション行動実施への影響要因については、個人、対

人関係、組織、地域、制度、および情報といった多様な要素の影響があることが明らかに

なった。本研究により得られた知見から、個人要因では、結果予期・効力予期といった行

動実施に対する肯定的な見込み感を高めることが、メンタルヘルスプロモーション行動の

促進において重要である可能性が示唆された。社会要因では、組織や地域を基盤としたキ

ャンペーン型介入や、メンタルヘルスプロモーション行動を行いやすい就業・就学制度の

整備が重要であると考えられた。 

 社会的要因の影響によりメンタルヘルスプロモーション行動を実施できていないリスク

層の特定においては、当初労働者の実行可能性が低いのではないかという仮説を持ってい

たものの、専業主婦・夫において非実施者の割合が高いことが明らかになった。専業主婦・

夫は、家庭での活動が中心となり社会との接点が限定的であることから、労働者や学生と

比較して健康増進・予防に関する支援や教育を受けられていない可能性が高い。そのため、

自身のメンタル不調の認識困難、心の健康増進に関する知識不足、および実施の機会不足

となり、メンタルヘスプロモーション行動を実施できていない可能性が考えられた。また、

育児者においても非実施者の割合が高いことから、家庭役割の比重が高い人々に向けた支

援の必要性が明らかになった。さらに、労働者を対象とした分析では、不本意非正規雇用

労働者のメンタル不調およびメンタルヘルスプロモーション行動非実施が確認された。そ

のため、不本意非正規雇用労働者を対象とした心の健康に関する支援では、臨床的なアプ

ローチに加えて、健康増進・予防に関する啓発も必要と考えられた。また、不本意非正規

雇用労働者の減少に向けた更なる社会施策の必要性が浮き彫りとなった。 

 介入プログラムについては、就労者を対象とした eラーニングプログラムおよびワーク

ブックを開発したものの、新型コロナウイルスの蔓延および介入先との調整の都合から、

十分な評価をおこなうことができなかった。今後は、今回作成した支援ツールを用い、不

本意非正規雇用労働者を対象とした eラーニングプログラム、および専業主婦・夫あるい

は育児者を対象としたワークブックを用いた健康教室の効果検証が必要である。 

 研究の限界点および今後の検討課題は散見されるものの、本研究の結果、メンタルヘル

スプロモーション行動の影響要因および非実施層が明らかになった。さらに、支援ツール

として、e ラーニングおよびワークブックを開発した。今後は、メンタルヘルスプロモー

ション行動に関するさらなる基礎研究の充実としてウェルビーイングとの関連性の検討、

行動パターンの類型化、およびデジタルメディアを介したメンタルヘルスプロモーション

行動によるストレス指標への影響の検討、が必要となる。加えて、介入プログラムの効果

検証ならびに実践活動を通じて、新たなプログラムの開発が必要である。 
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